
 

平成２７年８月６日 

         

各  位 

会 社 名 近 畿 車 輛 株 式 会 社 

                       代表者名  代表取締役社長 森下 逸夫 

                         （コード番号 7122 東証第１部） 

問合せ先 経営企画本部長 徳千代 康 

（TEL 06-6746-5222） 

 

 

 

事業方針策定のお知らせ 

 

 

当社は『世界の鉄道事業への貢献を通じて、創業１００周年を越え、さらにその先へと

収益を確保しながら成長を継続させる』の経営ビジョンのもと、別紙のとおり中長期の

事業方針を策定いたしましたので、お知らせします。 



2015年8月6日

近 畿 車 輛 株 式 会 社

代表取締役社長

『日本再興戦略』改訂2014
２０１４年６月 日本政府

民間投資を喚起する成長戦略“第３の矢”の冒頭に

コーポレートガバナンス改革
が位置付けられました。

コーポレートガバナンスコードと『車の両輪』を
成すスチュワードシップコードにおいては、
投資家と上場会社との

「目的を持った対話』

が「エンゲージメント」と呼ばれる行動として
求められています。

当社はそうした要請・希望にお応えするため、

「適切な情報開示と透明性の確保」
に努めるとともに、開示した情報に
基づく「株主との対話」を
はかってまいります。

「適切な情報開示と透明性の確保」
に努めるとともに、開示した情報に
基づく「株主との対話」を
はかってまいります。

コーポレートガバナンスコードの主旨を踏まえて、

当社創業１００周年に当たる２０２０年に向けての

『近畿車輛株式会社 事業方針』

今後も『ステークホルダーと共に歩む』ことを基本とし、

株主・投資家の皆様との対話を重ねてまいります。

森下 逸夫

を策定し、

ステークホルダーに開示致します。

コーポレートガバナンスコードに関する各種原則に

つきましては、適宜検討を重ね、コーポレートガバ

ナンス報告書で開示してまいります。



近畿車輛株式会社
事業方針
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１. 近畿車輌の歴史と業界動向

J R C 傘 下 へ
多数の大小
車両ﾒｰｶｰの乱立

近 畿 日 本 鉄 道 傘 下 へ1945

日本の鉄道創生期日本の鉄道創生期

1987 国鉄民営化
JR7社 発足

車両業界
護送船団方式の時代

車両業界
護送船団方式の時代

車
両
メ
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ー
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合

車
両
メ
ー
カ
ー
の

統
廃
合

国鉄民営化
国内需要の一巡

国鉄民営化
国内需要の一巡

黎明期より、輸出車両を手掛け、現在までに約6000両を輸出 2013 ﾛｽに初の海外工場

人口減少社会による
輸送需要の減少

BIG3の時代
需要の高まりに対し、積極的なM&Aにて成長

BIG3の時代
需要の高まりに対し、積極的なM&Aにて成長

中国北車
中国南車

中国ﾒｰｶｰの急激な成長
中国中車の設立

中国ﾒｰｶｰの急激な成長
中国中車の設立

1978
仏・TGV

1991
独・ICE

2007
台湾・新幹線

1964
日・新幹線

各地の
高速鉄道計画

各地の
高速鉄道計画

ボ ン バ ル デ ィ ア

ア ル ス ト ム

シ ー メ ン ス

技術供与

技術供与

第1次世界大戦後の
ﾖｰﾛｯﾊﾟ鉄道網整備
第1次世界大戦後の
ﾖｰﾛｯﾊﾟ鉄道網整備

高速鉄道の
幕開け

高速鉄道の
幕開け

ﾓｰﾀﾘｾﾞｰｼｮﾝの波
不採算路線の増加
ﾓｰﾀﾘｾﾞｰｼｮﾝの波
不採算路線の増加

鉄道車両のみならず、機器・ｼｽﾃﾑ・通信・
信号等、鉄道ｲﾝﾌﾗの全てを手掛ける総合
ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾀｰの誕生

貨物輸送中心
⇒旅客需要の増加

貨物輸送中心
⇒旅客需要の増加

工業化の中核を
担う産業

工業化の中核を
担う産業

自動車・飛行機との
競争の時代

自動車・飛行機との
競争の時代

JR西日本
と業務提携

近 畿 車 輌田 中 車 輌



国内

海外 ｼｱﾄﾙ・ﾌｪﾆｯｸｽ
ﾄﾞﾊﾞｲ・ﾀﾞﾗｽ・ｶｲﾛ等

専業車両
ﾒｰｶｰ型

総合車両
ﾒｰｶｰ型

海外

２. 経営ビジョン

顧客へ車両システム全体を
提案・創造するＢＭ

企業価値の創出

仕事量の確保

既存顧客・市場 堅守
新規顧客開拓

プロジェクト体制の整備

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞとﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙによって推進
業務ﾌﾟﾛｾｽの改革推進・効率化

失われた機能・能力

従来の業務手法
受注して考えるﾊﾟﾀｰﾝ

創業100周年へ向けての下地づくり

企画力・営業力・技術力
現場力・結束力の整備・拡充

H20年度以降、仕事量減少と共に
失われた機能・能力の復活

人を育てる仕組みづくり
人事制度改革
教育制度改革
やりがいと誇りを持って
働く企業へ

人を育てる仕組みづくり
人事制度改革
教育制度改革
やりがいと誇りを持って
働く企業へ

生産体制の抜本的改革
積極的な設備投資
生産技術の強化
工程の見える化
(生産情報ｼｽﾃﾑの構築)

生産体制の抜本的改革
積極的な設備投資
生産技術の強化
工程の見える化
(生産情報ｼｽﾃﾑの構築)

技術領域の強靭化
研究開発体制の再構築
協力会社とのｱﾗｲｱﾝｽ強化
ｺｱ技術の進化促進

技術領域の強靭化
研究開発体制の再構築
協力会社とのｱﾗｲｱﾝｽ強化
ｺｱ技術の進化促進

造り上げた基本設計を熟成し
長期に亘り提供するＢＭ

～ ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞとﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ(BM)に基づく事業展開 ～

顧客の設計部門と共に
車両を造り上げるＢＭ

鉄道ｼｽﾃﾑ全体を提供する
ｺﾝｿｰｼｱﾑの一員となるＢＭ
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(1) 国内案件の獲得

３. 事業戦略

生産量の
安定確保

西日本エリアの
顧客確保

首都圏エリアの
顧客確保

新規顧客の案件獲得新規顧客の案件獲得

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸを始めとする
需要の取込み

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸを始めとする
需要の取込み

在京公民鉄の案件獲得在京公民鉄の案件獲得

政府方針
『地方創生』 『観光立国』

政府方針
『地方創生』 『観光立国』

経年車両の
置換需要の取込み

経年車両の
置換需要の取込み

中・小ロットへの対応力強化
(標準車両、ｶﾀﾛｸﾞﾓﾃﾞﾙの開発)

中・小ロットへの対応力強化
(標準車両、ｶﾀﾛｸﾞﾓﾃﾞﾙの開発)



３. 事業戦略
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(2) 海外案件の獲得

国内市場
Domestic Market

人口減少 車両需要の推移

車両ﾒｰｶｰ間の競争激化

他社に先駆けて、
海外市場へ

経済成長著しい
ASEAN新興国の
市場へ。

多様なﾆｰｽﾞに対応する

香港・ﾏﾆﾗ

香港改造案件

ｱｼﾞｱ
市場

Asian Market

慢性的な交通渋
滞・環境対策と
しての都市交通
ﾆｰｽﾞを取り込む

ﾊﾞｲｱﾒ法対応
⇒米国現地工場の稼働率確保

ｼｱﾄﾙ・ﾌｪﾆｯｸｽ
ﾀﾞﾗｽ・NJT・ﾎﾞｽﾄﾝ等

LA・現地工場

北米市場
North American 

Market

資源国である
中東の都市交通
のﾆｰｽﾞの高まり
に対応。

中東市場
Middle East 

Market

エジプト、北米にて
実績を積み上げてきました。

ｶｲﾛ・ドバイ

中東で確固たるﾎﾟｼﾞｼｮﾝに

ドーハメトロ



３. 事業戦略

アジア市場
Asian Market

中東市場
Middle East Market

北米市場
North American Market

国内市場
Domestic Market

(3) サプライヤーとの協働体制の構築



コア技術部分を担当

海外(ｱﾒﾘｶ等)も含む。

完成車

(4) 地産地消生産モデルの構築による地域貢献

３. 事業戦略

地方・ローカル案件 （中小ロット）
地元の協力会社とアライアンス・協働体制を
強化し、

近畿車輛

構体 台車

地元企業

メンテナンス
委託

完成車

地元企業

メンテナンス
委託

協力会社
現地法人
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４. 業績の推移と目標(連結)

100

200

300
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500

売上高
目 標

売上
両数

：計画両数

：受注済両数

0

10

20

30

営業利益
目 標

0

[億円]

要員数

1000

0

2000

受注の落込み受注の落込み
受注の

急激な回復
受注の

急激な回復
生産能力不足の懸念生産能力不足の懸念

生産体制の再構築・見直し生産体制の再構築・見直し

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ特需
以降の案件獲得
ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ特需

以降の案件獲得

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ後の
需要の落込み

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ後の
需要の落込み

ﾄﾞﾊﾞｲｼｮｯｸﾄﾞﾊﾞｲｼｮｯｸ

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
決定

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
決定

世界的なｲﾝﾌﾗ
需要の高まり

世界的なｲﾝﾌﾗ
需要の高まり

事業基盤の強化と
成長戦略

事業基盤の強化と
成長戦略

安定した事業基盤の確立安定した事業基盤の確立

中東・北米・ｱｼﾞｱ案件の確保中東・北米・ｱｼﾞｱ案件の確保

国内案件の確保国内案件の確保

地産地消生産ﾓﾃﾞﾙの構築地産地消生産ﾓﾃﾞﾙの構築

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの強化ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの強化

企業価値の創出企業価値の創出

過度な円高基調過度な円高基調 為替の復調為替の復調

：売上高
目標

：営業利益
目標

[億円]

[人]



0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2012 2013 2014 2015 2016 2017

４. 業績の推移と目標(連結)
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1065
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[年度]
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2013年度
部品塗装設備の更新
ｸﾗｲﾒｰﾄ試験室の新設

2014年度
米国工場 組立工場建屋改造
ﾌﾟﾚｽ機の更新

2012年度
ｲﾝﾀﾞｲﾚｸﾄｽﾎﾟｯﾄ
溶接機自動化

[年度]

[億円]

・ｱﾙﾐ車両2ﾗｲﾝ体制の構築
(場内3ﾗｲﾝ化)

・老朽化設備の積極的更新
・合理化推進

・構体工場の立上げ
(LAｵﾌﾟｼｮﾝ契約対応)

9.4
11.0

29.2

2.6

10.2

4.9

以降、計画

25.0

15.0

1844(6月末)

100%

80%

60%

40%

20%

0%

[年度]



５. まとめ

・大型の契約を獲得

・新規顧客を確保

・過去最大となる1844億円の
受注残を確保(2015年6月末時点)

・多品種少量(小ﾛｯﾄ)型から
大中小ﾛｯﾄ型のいずれにも対応出来る
人材育成、生産体制の構築

・協力会社・ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとの
より強固な協働体制の構築

世界に誇る技術力と創造力を発揮し、お客様の意向に誠実に対応するとともに、当社を取り巻く
ステークホルダーとの共存共栄を図り、総合車両メーカーとして発展してまいります。

私たち、近畿車輌は、

ご注意 本資料のうち、業績の見通し等に記載されている将来の数値については、現時点で把握可能な情報に基づき
当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は、外部環境及び内部環境の
変化による様々な要素により、見通しが大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。影響を与える要
素には、当社の事業を取り巻く経済情勢、為替ﾚｰﾄの変化、税制・諸制度があります。




